
（様式第１号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和    年    月    日
　　公益財団法人あきた企業活性化センター理事長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　事業所所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名（会社名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名
担当者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メールアドレス
県内企業未来共創チャレンジ支援プログラム応募申請書

県内企業未来共創チャレンジ支援プログラムの採択を受けたいので、
別紙の事業計画書とともに申請します。
記

事業計画の名称　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（申請する事業内容を的確に表現した簡潔な名称を３０字以内で示してください）
（注）次の書類を添付すること。

・履歴事項全部証明書の写し

・直近の決算書の写し
・企業（会社）案内概要（任意様式）
・誓約書（別紙）
（別紙）
≪誓約書≫
私は、県内企業未来共創チャレンジ支援プログラムの申請に当たり、次の事項を誓約します。

　　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、私が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

　

申請者及び申請者の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）は、以下のいずれにも該当する者ではありません。

⑴　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律〔平成３年法律第77号。以下「法」という。〕第２条第２号に規定する暴力団をいう。）
⑵　暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）
⑶　暴力団と密接な関係を有する者（次のいずれかに該当する者をいう。）
ア　暴力団員が役員になっている事業者又は実質的に関与している事業者

イ　暴力団員を業務に関し監督する責任を有する者（役員を除く。以下「監督責任者」という。）として使用し、又は代理人として選任している事業者

ウ　次に掲げる行為をした事業者（事業者が法人である場合にあっては、役員又は監督責任者が当該行為をした事業者に限る。）

(ｱ)　自己若しくは自己の関係者の利益を図り、又は特定の者に損害を与える目的を持って、暴力団の威力を利用する行為

(ｲ)　暴力団又は暴力団員に対して、金品その他の財産上の利益の供与をする行為

(ｳ)　(ｱ)又は(ｲ)に掲げるもののほか、暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有していると認められる行為
　 
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



